
令和８年第２回神奈川県議会定例会議事日程 

 

第13号 

令和８年７月１３日 午後１時開議 

 

第１ 定県第42号議案  令和８年度神奈川県一般会計補正予算（第２号） 

 定県第43号議案  同  年度神奈川県県営住宅事業会計補正予算（第１号） 

 定県第44号議案  かながわボランタリー活動推進基金21条例の一部を改正する条例 

 定県第45号議案  地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定

非営利活動法人等を定める条例の一部を改正する条例 

 定県第46号議案  職員の給与及び通勤に要する費用の弁償に関する条例及び学校職員

の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 定県第47号議案  認定こども園の要件を定める条例の一部を改正する条例 

 定県第48号議案  認定こども園の要件を定める条例の一部を改正する条例の一部を改

正する条例 

 定県第49号議案  児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

 定県第50号議案  児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例の一部を改正する条例 

 定県第51号議案  幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例 

 定県第52号議案  幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

 定県第53号議案  指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例 

 定県第54号議案  指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例 

 定県第55号議案  神奈川県立の高等学校等の設置に関する条例の一部を改正する条例 

 定県第56号議案  神奈川県迷惑行為防止条例の一部を改正する条例 

 定県第57号議案  特定事業契約の変更について（県営上溝団地特定事業契約） 

 定県第58号議案  特定事業契約の変更について（近代美術館新館（仮称）等特定事業

契約） 

 定県第59号議案  動産の取得について 

 定県第60号議案  指定管理者の指定について（県営住宅（横浜等地域）） 

 定県第61号議案  指定管理者の指定について（県営住宅（川崎地域）） 

 定県第62号議案  指定管理者の指定について（県営住宅（相模原等地域）） 

 定県第63号議案  指定管理者の指定について（県営住宅（横須賀三浦地域）） 

 定県第64号議案  地方独立行政法人神奈川県立福祉機構定款の変更について 

 定県第65号議案  地方独立行政法人神奈川県立病院機構定款の変更について 

    

第２ 請 願 第 ２ 号  ネット公開される政務活動費の閲覧について、県民目線に立った政

務活動費の支出伝票の閲覧ができるようにすることを求める請願 

 請 願 第 ４ 号  神奈川県議会「政務活動費の指針」に政務活動と他の活動が混在す

る場合のあん分率の基準と上限を決め、按分方法（例）として私的

活動を含めた合理的な目安を例示することを求める請願 



 請 願 第 ９ 号  会派及び議員が保存すべき証拠書類等の写しを議長提出とし公開の

対象とするよう「政務活動費の指針」の見直しを求める請願 

 請 願 第 1 0 号  会派及び議員は政務活動費の公開にあたって公私の区別を明確にし

た銀行口座を作るなど、県民に分かりやすい証拠書類にして議長に

提出するよう「政務活動費の指針」の見直しを求める請願 

 請 願 第 1 8 号  政務活動費の人件費について雇用台帳を議長提出にするなど受取人

の雇用実態と活動内容がわかるように改善することを求める請願 

 請 願 第 2 0 号  政務活動費の調査研究費の大半を占めるガソリン代、高速代、駐車

場代等の交通費の使用目的と使用者名を明らかにするよう指針の見

直しを求める請願 

 請 願 第 2 2 号  政務活動費から議員が毎月定期的に支出する事務所賃貸料など９つ

の経費の支出伝票を必ず一期毎に３か月分を１枚にまとめて証拠書

類を添付し、議長に提出することを求める請願 

 請 願 第 3 6 号  私立学校の修学旅行等における安全管理等について請願 

    

第３ 委員会の調査について 

    

第４ 議員派遣について 

 

第５ 田村ゆうすけ議員外11名提出  地方財政の充実・強化を求める意見書案 

    

第６ 川崎修平議員外10名提出  私立の広域通信制高等学校に係る制度整備の早期実現を

求める意見書案 

    

第７ 川崎修平議員外10名提出  すべてのケアラーに対する包括的な支援と法的枠組みの

整備を求める意見書案 

    

第８ 川崎修平議員外10名提出  日本版ＤＢＳの対象事業者拡大及び事業者に対する支援

を求める意見書案 

    

第９ 川崎修平議員外10名提出  医療機関が有料職業紹介事業者に支払う高額な手数料の

是正を求める意見書案 

    

第10 飯野まさたけ議員外12名提出  豊かな学びの実現のための教職員定数の改善等及び教育

予算の拡充を求める意見書案 

    

第11 井坂新哉議員外１名提出  日本国憲法の精神に基づき女性天皇・女系天皇のあり方

と皇位継承を議論することを求める意見書案 

    

第12 田村ゆうすけ議員外11名提出  皇室の伝統に基づく安定的皇位継承を確保するための法

整備等を求める意見書案 

    

第13 大山奈々子議員提出  外国人経営者の在留資格申請手続における財務要件等の

見直しを求める意見書案 

    



第14 井坂新哉議員外１名提出  「核なき世界」の実現に向け、核保有国への実効性ある

核軍縮の働きかけを求める意見書案 

    

第15 井坂新哉議員外１名提出  国は最高裁判決を真摯に受け止め、生活保護利用者の全

面的、包括的救済を図るよう求める意見書案 

    

第16 川崎修平議員外10名提出  津久井やまゆり園事件１０年を機に共生社会の実現をめ

ざす決議案 

    

 



政総第1394号  

令和８年７月８日  

 

 

神奈川県議会議長 杉本 透 殿 

 

 

神奈川県知事 黒岩 祐治  

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

質問趣意書に対する答弁書について（送付） 

 

 

令和８年６月26日付け神議第1228号をもって送付のありました北井 宏昭議

員からの質問趣意書について、別添のとおり答弁書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先                  

政策局総務室企画調整第二グループ 飯島  

内線 3026                

 



答 弁 書 

 

● 本音の少子化対策～二律背反の解消 

○ トレードオフの関係にならない方策について 

少子化の背景には、未婚化・晩婚化に加え、経済的不安、育児負担などの課題があり、

加えて、若者の出産育児に対する不安やコミュニティの希薄化など複合的な要因がある

と分析しています。 

 こうした少子化の要因に対して国は、特に、固定的な性別による役割分業や雇用慣行

の是正、及び育児と仕事の両立に向けた子育て支援が重要である、としています。 

 固定的な性別による役割分業や雇用慣行を是正するためには、性別を問わず、多様な

ロールモデルを示していくことなどを通じて、すべての人が働きやすい労働環境を整え

ていくことが必要であり、このことは、県が進める人権関連施策とも軌を一にしており、

ともに充実していくべきものと考えます。 

 県としましては、社会全体ですべての人の人権を尊重しながら、安心して子どもを生

み、育てることができる環境をつくっていけるよう、今後もしっかりと取り組んでまい

ります。 

 

○ デジタルデバイスの長時間利用等の影響について 

 デジタルネイティブ世代である子どもたちにとってスマホやタブレットを通じたイン

ターネットの利活用は、様々な情報を得て学びや新たな価値観に触れる機会や他者との

つながりの場等となっており、その活用の意義は大きいものの、有害な情報や有害な他

者との接触、アルゴリズムによる心身への影響、オンラインゲームによる課金トラブル

など様々なリスクもあり、それらが多様化・複雑化しています。 

 現時点において県は、青年期におけるスマホ・タブレット等デジタルデバイスとの長

時間接触が、直ちに少子化につながるものとまでは考えていませんが、青少年の健全な

育成の観点からは、インターネットの利用に伴い子どもたちが直面している課題等につ

いて把握し、必要な対応を検討していくことは重要ですので、今後も有識者等からもご

意見を伺いながら、行政としてどのような取組が考えられるのかについて研究してまい

ります。 

 これまでも県は、青少年保護育成条例を軸に、青少年を取り巻く社会環境の整備に取

り組んでまいりましたが、今後も引き続き、青少年の健全な育成を図るため、時代に即

した取組を進めてまいります。 



 

総 第 1 7 9 3 号  

令和８年７月10日  

 

 

神奈川県議会議長 杉本 透 殿 

 

神奈川県教育委員会教育長 花田 忠雄  

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

質問趣意書に対する答弁書について（送付） 

 

 

 令和８年６月26日付け神議第1228号をもって送付のありました北井 宏昭議

員からの質問趣意書について、別添のとおり答弁書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先              

教育局総務室           

企画調整グループ 宮下、鎌田   

内線 8024         



答   弁   書 

 

● 本音の少子化対策～二律背反の解消（スマホ・タブレット等のデジタルデバイス

について） 

○ 指導を守ることができない子どもが出ることについての受け止め 

学校では、スマートフォン等の適切な利用について、子どもの発達段階に応じ、

様々な指導を行っています。 

しかし、子どもの家庭環境や生活習慣、価値観は一人ひとり異なっており、教職

員が懸命に指導しても、それがすべての子どもに等しく効果をもたらさず、結果と

して、指導を守れない子どもが出てきてしまうことは、大きな課題と受け止めてい

ます。 

そうした状況の中でも、スマートフォン等の適切な利用について、繰り返し指導

していくことが、学校の役割と考えています。 

また、子どもの生活習慣の形成や改善には、家庭の役割が大きいことから、保護

者への働きかけも進めてまいります。 

 

○ 調査・研究を進める考えについて 

スマートフォン等は、生活に利便性をもたらす一方で、成長過程にある子どもが

過度に使用すると、心身や睡眠、学習等に悪影響を及ぼすことなどについて、様々

な調査・研究がなされています。 

例えば、国が実施している「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」において、

スマートフォン等の画面を見ている時間が小学生から中学生になるにつれ増加し

ていることや、「「全国学力・学習状況調査」において、スマートフォン等を長時間利

用する子どもほど、各教科の平均正答率が低いという傾向が明らかになっています。 

県教育委員会では、これらの知見を踏まえるとともに、新たな知見について有識

者から意見を伺うなどして、スマートフォン等の長時間利用が及ぼす影響や、ＳＮ

Ｓがきっかけとなり、闇バイトなど子どもが巻き込まれる重大な犯罪が発生してい

ることを、子どもだけでなく、家庭にも繰り返し啓発して、子どもたちがスマート

フォン等を適切に利用できる力を今後も育んでまいります。 



政総第1394号  

令和８年７月８日  

 

 

神奈川県議会議長 杉本 透 殿 

 

 

神奈川県知事 黒岩 祐治  

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

質問趣意書に対する答弁書について（送付） 

 

 

令和８年６月26日付け神議第1228号をもって送付のありました谷 和雄議員

からの質問趣意書について、別添のとおり答弁書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先                  

政策局総務室企画調整第二グループ 飯島  

内線 3026                

 



答 弁 書 

 

● 厚木秦野道路のインターチェンジアクセス道路である渋沢小原線の整備に向けた取組

について 

  渋沢小原線は、厚木秦野道路の（仮称）渋沢インターチェンジへのアクセス道路とし

て、平成８年に都市計画決定された道路です。 

  この道路は、厚木秦野道路と一体となって機能し、この地域の広域的な移動性の向上

を図るとともに、国道 246 号の渋滞緩和などに寄与する重要な道路であると認識してい

ます。 

そこで、県は、渋沢小原線を、県の道路部門の実施計画である「かながわのみちづく

り計画」の「将来に向けて検討が必要な道路」に位置づけ、この道路を事業化していく

上で必要となる、渋沢小原線周辺のまちづくりや道路構造などの課題について、地元秦

野市が設置した勉強会に参画し、検討を重ねてきました。 

こうした中、市による渋沢小原線周辺の土地利用の検討などの取組が着実に進んでい

ることから、今年３月の「かながわのみちづくり計画」の改定では、県が主体となって

検討する「事業化検討箇所」へ位置づけを変更したところです。 

県は、引き続き、秦野市と連携し、市が進めるまちづくりの状況を伺いながら、渋沢

小原線の事業化に向けた検討を進めてまいります。 

 

 



 

総 第 1 7 9 2 号  

令和８年７月10日  

 

 

神奈川県議会議長 杉本 透 殿 

 

神奈川県教育委員会教育長 花田 忠雄  

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

質問趣意書に対する答弁書について（送付） 

 

 

 令和８年６月26日付け神議第1228号をもって送付のありました谷 和雄議員

からの質問趣意書について、別添のとおり答弁書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先              

教育局総務室           

企画調整グループ 宮下、鎌田   

内線 8024         



答   弁   書 

 

● インクルーシブ教育の充実に向けて 

○ インクルーシブ教育実践推進校の取組の効果について 

インクルーシブ教育実践推進校では、すべての生徒が共に学び、多様性を尊重

しながら成長することをめざしており、その一環として、生徒たちに「インクル

ーシブ教育講演会」や「パラスポーツ体験」など、相互理解を深める教育活動に

取り組んでいます。 

その結果、生徒たちからは「自分の価値観が当たり前ではないことに気付いた」

などの意見が出ており、相互理解について着実に効果が上がっていると捉えてい

ます。 

また、特別募集で入学した生徒についても、昨年度の卒業生の進路が、進学約

39％、就職約32％となるなど、多様な進路実現につながっています。 

県教育委員会としては、今後もこうした取組の効果が継続できるよう、インク

ルーシブ教育実践推進校の取組をしっかりと進めてまいります。 

 

○ 秦野市の「インクルーシブな学校運営モデル事業」への関わりについて 

秦野市教育委員会は、市立末広小学校を指定校として、令和６年度から国の委

託事業「インクルーシブな学校運営モデル事業」に取り組んでいます。 

県教育委員会では、市教育委員会が設置した「インクルーシブな学校運営モデ

ル事業連携協議会」の構成員として、事業計画に関する協議等に参画しておりま

す。 

 

○ 「インクルーシブな学校運営モデル事業」の捉えについて 

平成28年度に、県教育委員会が市立末広小学校の敷地内に、県立秦野支援学校

末広校舎を開設して以降、同一敷地内に２つの学校があることで、教員同士の情

報交換や子ども同士の日常的な交流が行われてきました。 

これに加え、令和６年度からの「インクルーシブな学校運営モデル事業」によ

り、一緒に授業を行う機会が大幅に増えた結果、小学校の児童が支援学校の児童

に、授業中積極的に声をかけたり、支援学校の児童が小学校の児童の行動に倣っ

て授業に取り組むようになるなど、行動変容が見られるようになったと聞いてい

ます。 

県教育委員会としては、本事業における研究成果が、両校の児童たちの教育活

動の充実につながるよう、引き続き、秦野市教育委員会としっかりと連携してま

いります。 



政総第1394号  

令和８年７月８日  

 

 

神奈川県議会議長 杉本 透 殿 

 

 

神奈川県知事 黒岩 祐治  

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

質問趣意書に対する答弁書について（送付） 

 

 

令和８年６月26日付け神議第1228号をもって送付のありました大山 奈々子

議員からの質問趣意書について、別添のとおり答弁書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先                  

政策局総務室企画調整第二グループ 飯島  

内線 3026                

 



 

 

答 弁 書 

 

● 看護人材確保について 

○ 県立看護専門学校の担う役割について 

県は、３校の看護専門学校を設置していますが、その役割としては、県内の医療や福祉

の現場を支える、質の高い看護師、助産師を育成すること、そして、経済的な制約のある

看護師志望者の修学の機会を確保するため、公立学校として、民間立の看護専門学校と比

較して少ない負担で看護教育を受けられる環境を提供することだと認識しています。 

県立の看護専門学校では、毎年度、卒業生のおよそ９割が県内の医療機関等に就職して

おり、その役割は十分果たしていると考えています。 

 

○ 県立看護専門学校の入学金や授業料の軽減について 

県立保健福祉大学の入学金減額や給付型奨学金の創設は、優秀な人材を確保する目的で、

近隣大学等の動向を踏まえて措置したものです。 

一方、県立看護専門学校の入学金及び授業料といった学費の軽減については、民間立養

成施設や他の専門職養成施設との公平性の観点から、慎重に検討する必要があります。 

また、看護学生の確保は、地域の医療を支えていく上で大変重要ですが、地域間の差が

生じないよう、看護専門学校を含む高等教育の無償化といった負担軽減のための支援は、

国の責任において行うべきであると考えています。 

こうしたことから、県では、これまでも全国知事会を通じて国に要望してきたところで

すが、今後も引き続き、国に対して強く働きかけていきます。 

また、県内就業により返済免除となる「看護師等修学資金の貸付」や、「多子世帯に対

する学費減免等の国の修学支援」など、看護師を目指す学生を支援する制度等の情報が十

分に届くよう、県立看護専門学校と協力して取り組んでまいります。 



 

 

● 2027年花博に放射能除染土を持ち込む問題について 

○ GREEN×EXPO 2027に除染土を持ち込むことへの県の認識について 

現時点で、GREEN×EXPO 2027 において、福島県内の除染等の措置で生じた除去土壌の復

興再生利用について、国として具体的に決定したものはないと承知しています。 

  除染土壌の取扱いについては、国の責任において対応すべきものであり、今後も国の動

向等を注視してまいります。 

 

○ GREEN×EXPO 2027に除染土を持ち込むことに関する県民等への説明、風評被害対策等に

ついて 

GREEN×EXPO 2027 において、福島県内の除染等の措置で生じた除去土壌の復興再生利用

を行う場合の地域への説明や、リスク評価、風評被害対策は、国の責任で行うべきものと

認識しています。 

 

○ GREEN×EXPO 2027に除染土を持ち込むことについての県民の理解と国への中止の求めに

ついて 

県民への理解醸成や除染土壌の取扱いについては、国の責任において対応すべきもので

あり、今後も国の動向等を注視してまいります。 

 



 

 

● 花博の工事代金未払い企業の参画問題について 

○ GREEN×EXPO 2027において不適切事案を抱える企業への対応について 

主催者である公益社団法人２０２７年国際園芸博覧会協会（以下「GREEN×EXPO 協会」

という。）からは、大阪・関西万博と類似の問題が発生しないよう、説明会等を通じて、

日本国内と海外の建設に関する法令・商慣習の違いを踏まえた適切な契約形態についての

周知等を行うとともに、公式参加者や国内請負企業等からの相談に応じる窓口の設置等の

対応策を講じていると聞いています。 

県としては、引き続き、こうした GREEN×EXPO協会の取組を注視してまいります。   

 

○ 県内の建設業者が安心して工事に参画できるための対策について   

県では、GREEN×EXPO 2027の支払いトラブル専用窓口の設置は考えておりませんが、万

が一トラブルが発生した際には、代金の未払など、中小企業を対象とした取引上のトラブ

ルの相談に応じる「取引かけこみ寺」を公益財団法人神奈川産業振興センター（通称 KIP）

が設置しておりますので、こうした相談窓口の活用を促します。 

また、県が立替払いを行ったり、低利の緊急融資枠を確保することについても、現在の

ところ検討していませんが、県内中小企業の利益を守るとともに、GREEN×EXPO 2027を成

功させるため、今後の状況を注視しながら必要な対応を検討してまいります。 

 



 

 

● 就農支援の拡充を 

○ 50歳以上の就農者への資金援助の構築について 

  本県における新規就農者への就農前後の支援は、かながわ農業アカデミーでの研修や農

業技術センター及び畜産技術センターの普及指導員による栽培技術等の支援などを中心に

きめ細かく実施しています。 

資金援助については、県単独での実施は考えておりませんが、本県でも、Ｕターン、Ｉ

ターンでの就農などにより、過去５年間の新規就農者のうち約 26％が 50 歳以上であるこ

とから、今後も引き続き国に年齢要件の引き上げを要望していきます。 

 

○ 収入保険の保険料補助の制度化について 

収入保険の保険料につきましては、国が一定の補助を行っていることから、さらに県と

して上乗せして補助を行うことは考えておりません。 

なお、県としては、収入保険の加入促進のため、県内の農業者の収入保険を取り扱って

いる県農業共済組合と連携して農業者に対する制度の周知を行っているほか、昨年度から

は、国に対して、加入時の初期負担の軽減などについて要望しており、今後も継続してい

きます。 



 

 

● 多様な家族のあり方を支える県政について 

本県では、全市町村がパートナーシップ宣誓制度を導入しており、県では、公営住宅の

入居や里親の認定登録など、市町村で宣誓をした方が利用できるサービスの充実に取り組

んでいます。 

一部の市町村では、連携協定を個別に締結することで、転居した場合の手続きの簡素化

などを図っていますが、県ではこうした連携が広がるよう、県が中心となって、多くの市

町村が連携できる具体的な仕組みについて調整を進めています。 

また、ファミリーシップ宣誓制度は、パートナーシップ宣誓を基本に、さらに家族とし

ての宣誓をする制度で、本県では、横須賀市が導入しています。 

パートナーシップ宣誓制度及びファミリーシップ宣誓制度は、住民生活に身近で、住民

登録や戸籍の事務を行う市町村において行われることがふさわしいことから、現在、県が

制度を創設することは考えていません。 

県は、今後も、性の多様性が尊重され、誰もが自分らしく生きられる社会を目指して、

市町村との連携会議を開催し、電子申請など宣誓がしやすい方法や、宣誓した方が利用で

きるサービス、さらに、ファミリーシップ宣誓制度を導入した自治体の実施状況について、

情報共有や意見交換を行い、支援の充実を図っていきます。 

こうした取組により、引き続き、広域自治体として市町村の取組を後押ししてまいりま

す。 

 



 

 

● 特別自治市法制化に対する県民への周知・説明責任について 

  仮に指定都市が特別市として県から独立した場合、例えば、大規模災害時における県内

の相互支援体制の弱体化や、警察の広域捜査における対応力の低下など県が果たしている

広域での総合調整機能に支障が生じるおそれがあり、指定都市市民にも大きな不利益が生

じる懸念があります。 

他にも、巨大な一層制の自治体となることで住民意思の的確な反映ができるのかといっ

た疑問や、指定都市内にある県機関をはじめ県立高校などの県有施設の移転や移管等に必

要なコストの負担など、特別市には課題や懸念があまりにも多く、指定都市市民も含めた

住民目線から見て、大都市制度の選択肢にはなり得ないと考えています。 

県ではこうした考えを令和４年３月に「県の見解」として取りまとめ、ホームページ等

で周知を図るとともに、令和６年３月には、これを分かりやすくコンパクトにまとめたパ

ンフレットを作成し、指定都市域内の県有施設で配架するなど、これまで１万部以上を配

布しています。 

加えて、報道機関への適切な情報提供や、団体等からの要望があれば県の考えを直接説

明するなど、引き続き県民の皆様への周知啓発を行っていきます。 

また、特別市の法制化に反対する動きを全国に広げていくため、本県が副リーダーとな

っている全国知事会のプロジェクトチームで行っている議論を先頭に立って主導するとと

もに、法制化の鍵を握る国の地方制度調査会の構成員である、全国町村会などの地方六団

体や国会議員等に対し、全国知事会と連携し、特別市の課題や懸念をしっかりと伝え、理

解を求めていきます。 

併せて、特別市に反対を表明している、県内の指定都市以外の全 30市町村とも緊密に連

携し、法制化阻止に向けて全力で取り組んでまいります。 
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答 弁 書 

 

● 人口減少局面に転じた要因分析について 

○ 人口減少に転じた主因について 

  本県の人口は、長年にわたり、県外からの転入が転出を上回る社会増に支えられて増加

してきました。 

一方で、高齢化の進展に伴い死亡数が増加し、2014年には死亡数が出生数を上回る自然

減に転じました。その後、自然減の規模が拡大し、2021年には社会増を上回ったことから、

本県の人口は減少局面に入りました。 

このように、社会増は続くものの、自然減がこれを上回る形で拡大していることが、本

県の人口が減少に転じた主因であると分析しています。 

 

○ 出生数の急減に係る社会的・経済的・文化的要因について 

  出生数の減少は、若い世代を取り巻く社会的、経済的、文化的な要因が複合的に重なっ

た結果であると認識しています。 

社会的な要因としては、核家族化の進行や地域コミュニティの希薄化により、妊娠、出

産、子育てを身近に相談し、支え合う環境が弱まっていること、 

経済的な要因としては、子育てに伴う住宅費や教育費などの負担や、仕事と育児の両立

等について、不安があること、 

文化的な要因としては、結婚や出産に対する価値観が多様化する中で、未婚化や晩婚化

が進んでいることなどがあると考えています。 

 

● 地域別の人口動向と課題認識について 

○ 地域別の人口動向の評価と重点課題地域について 

  本県の人口動向を地域別に見ると、川崎・横浜地域、県央地域、湘南地域では人口増加

が続いている一方で、県西地域及び三浦半島地域では、長期にわたり人口減少が進んでい

ます。 

県では、こうした動向を踏まえ、人口減少が進む県西地域及び三浦半島地域について、

それぞれ地域活性化プロジェクトを策定し、重点的に取り組んでいます。 

 

 

 



 

 

○ 人口減少が特に深刻な地域に対する支援について 

  人口減少が進んでいる県西地域及び三浦半島地域において、県では地域の特性や、豊か

な自然、歴史・文化、観光などの資源を最大限活用して、地域の「マグネット力」の向上

を図っています。 

具体的には、県西地域での「地域資源の磨き上げ」や三浦半島地域での「地域まるごと

ホテル＠三浦半島」など、交流人口の拡大に向けた観光振興や特産品の活用を支援するほ

か、地域と継続的な関わりを持つ関係人口の創出に向けた「ふるさとワーキングホリデー」

等の支援を行い、更なる移住・定住の促進など、社会増に向けた取組を進めています。 

 

● 出生率向上に向けた施策の強化について 

○ 出生率向上に向けた施策体系及び政策の効果検証について 

県では、令和６年３月に策定した「第３期神奈川県まち・ひと・しごと創生総合戦略」

の基本目標のひとつに、「若い世代の結婚、出産、子育ての希望をかなえる」ことを位置付

け、「子どもを生むなら神奈川、子育てするなら神奈川」をキーワードに、ライフステージ

に応じた切れ目のない支援を行っています。 

政策効果については、総合戦略に掲げた目標やＫＰＩの達成状況等に基づき総合的な評

価を行い、有識者や県議会の意見も伺いながら、検証しています。 

 

○ 若年層の結婚・出産・子育てを阻害する要因に対し、県として新たに検討している施 

策や制度改善について 

結婚・出産・子育てを阻害する要因には、経済的負担、仕事との両立、地域コミュニテ

ィの希薄化など、一人ひとりの様々な「不安」があるのではないかと考えています。 

県は、国の地域少子化対策重点推進交付金を活用し、結婚を希望する方に出会いの場を

創出する婚活事業や、市町村と連携し新婚世帯の経済的負担を軽減する「結婚・妊娠・共

育ての相談機会提供・支援プログラム」を実施しています。 

「結婚・妊娠・共育ての相談機会提供・支援プログラム」では、国の交付金の要件とし

て、夫婦の世帯所得合計額が 500 万円未満である必要があり、対象が限定されてしまうた

め、国に対し、所得要件の緩和を要望しています。 

国では今年度から、卵子凍結に関する様々な課題検証を行うことを目的に、モデル事業

を開始し、県もこれに参加するための事業費を令和８年度当初予算に計上しています。 

このモデル事業では、病気等により将来妊娠する力が低下するおそれのある方を主な対

象としていますが、比較検討するため、健康な方が行う卵子凍結に対しても補助すること



 

 

としており、県では、事業の実施が国から認められ次第、協力いただく医療機関の指定や、

卵子凍結に関する正しい情報をわかりやすく伝える講習会の開催の準備を進めていきます。 

また、今回の定例会に提案した補正予算案では、無痛分娩に関するモデル事業を計上し

ています。県内でも、無痛分娩を選択する方は増えていますが、麻酔科の医師の数が少な

い中で、いかに安全な体制を確保するかが課題となっています。 

そこで県では、国のモデル事業を活用し、地域の基幹病院と麻酔科専門医が常駐してい

ない診療所との連携により、安全な無痛分娩を提供する体制の確保を進めていきます。 

このような取組を通して、妊娠・出産を考える方が、様々な選択をしやすい環境づくり

に向けて取り組んでまいります。 

そのほか、子育ての経済的負担に係る「不安」を軽減するため、市町村と協調して、多

子世帯の中学校３年生を対象に、塾など学校外の学習に関するクーポンを配布する事業に

おいて、今年度から所得要件を撤廃し、制度改善を図りました。 

今後も、若い世代の声を丁寧に聴きながら、希望する人が希望する人数の子どもをもて

るよう、「かながわ子ども・子育て基金」を活用し、市町村と連携しながら引き続き取り

組んでまいります。 

 

● 社会増（転入超過）の維持・強化について 

○ 社会増の維持に向けた戦略について 

  県では、人口減少が進む県西地域及び三浦半島地域において地域活性化プロジェクトを

策定し、地域特性を生かした取組によって、移住・定住を促進することで、社会増の維持・

強化を図っています。 

具体的には、多彩な自然や歴史等の資源に恵まれ、都心との行き来も容易な県西地域で

は、「未病の改善」をキーワードに、「住みながら働く」魅力を磨き、活用する「県西地

域活性化プロジェクト」を推進しています。 

また、海などの自然環境と都心へのアクセスを兼ね備えた三浦半島地域では、「観光・

暮らし」双方の魅力を高める「三浦半島魅力最大化プロジェクト」を推進しています。 

 

○ 若年層・子育て世帯の定着に向けた施策の強化方針について 

  県では、若年層や子育て世帯の定着を促進させるため、都内に開設する「ちょこっと田

舎・かながわライフ支援センター」で、県内への移住に向けた相談やセミナー等を実施す

るほか、移住フェアの開催や、県西地域と三浦半島地域に配置した「移住コンシェルジュ」

による希望に寄り添った相談対応や案内など、様々な取組を行っています。 



 

 

今後は、新たに県ホームページに移住ポータルサイトを開設し、こうした取組や地域の

魅力をより効果的に発信してまいります。 

 

● 超高齢社会への対応と地域包括ケアの強化について 

○ 2040年を見据えた医療・介護体制の再構築について 

今後、2040年頃にかけて、医療と介護の複合ニーズのある高齢者等の増加と生産年齢人

口の減少が一層見込まれています。それに伴い、医療・介護従事者の確保がますます困難

となることや、急性期医療の需要が減少する一方で、高齢者救急や在宅医療・介護サービ

スに対する需要がさらに増えることが懸念されます。 

医療分野においては、こうした地域医療を取り巻く変化に対応し、住んでいる地域や世

代に関わらず、全ての県民が適切に医療・介護を受けながら生活し、同時に医療従事者の

持続可能な働き方も確保できるよう、2040年を見据えた「新たな地域医療構想」を策定し、

医療機関の連携・再編・集約化等を進め、効率的かつ効果的な医療提供体制の構築に取り

組んでいきます。 

この「新たな地域医療構想」は、遅くとも 2028（令和 10）年度までに策定することとし

ていますので、国のガイドラインを踏まえつつ、関係者の意見を丁寧に聞きながら、地域

の課題を把握し、それに対する取組の方向性について検討を進めていきます。 

具体的には、診療実績データ等を活用し、救急や高度な手術を担う病院と、高齢者の入

院やリハビリを担う病院など、各医療機関の役割を明確にし、病院間の連携について検討

するほか、医療関係者だけでなく介護分野の関係者や市町村の介護部門との意見交換・情

報共有も行い、医療と介護の更なる連携のあり方等について検討してまいります。 

また、介護分野においては、高齢者やその家族等の様々な支援ニーズに対して適切に対

応できるよう、地域包括ケアシステムの中核的な機関である地域包括支援センターの職員

向けの研修を実施するほか、市町村単独では人材確保が困難なリハビリテーション専門職

や学識経験者等を市町村の地域ケア会議等に派遣し、市町村が抱える課題へ助言等を行う

など、地域包括ケアシステムをより一層推進してまいります。 

 

○ 健康寿命の延伸や未病対策の強化にかかる今後の重点施策について 

 県では、誰もが地域で元気に生き生きとくらせる社会をめざし、「新かながわグランド

デザイン」に未病・健康長寿のプロジェクトを位置づけ、「食・運動・社会参加」の３つ

を柱とする未病改善による健康寿命の延伸や、がん対策や循環器病対策をはじめとする持

続可能で質の高い保健・医療の提供等に取り組んでいます。 



 

 

こうした中、今年度からは新たに、胃がんの主な原因であるピロリ菌を早期に発見して

将来の胃がん発症を予防するため、中学生及び若年層を対象としたピロリ菌健診事業を実

施する市町村に対して補助を行っていきます。 

また、健康への関心の程度にかかわらず、誰もが自然に健康になれる食環境づくりを、

産学官連携により進めていきます。 

加えて、県民、医療機関、企業等が連携して未病改善に取り組む社会システムの構築に

向けて調査検討を行います。 

こうした取組により、「いのちが輝き、誰もが元気で長生きできる神奈川」の実現をめ

ざしてまいります。 

 

● 人口減少を前提とした県行政運営のあり方について 

○ 人口減少社会を前提とした県行政の基本方針について 

  人口減少社会を見据えて、県ではこれまで、未病改善のほか、子育て支援、移住・定住

の促進など、人口減少や人口構造の変化に対応するための、様々な取組を進めてきました。 

今後は、こうした取組をさらに進めるとともに、行政事務や公共施設については、機能

の集約も含めて効率的にサービスを提供する視点も意識し、市町村とも連携して検討を進

めます。 

また、企業を始めとして労働力不足が進む中、生産性の向上や就業環境の改善を図るた

め、県ではＩＣＴ、ＡＩ、ロボットなどのテクノロジーの導入を積極的に後押しします。 

こうした取組を通じて、人口減少社会においても持続可能な社会を目指してまいります。 

 

○ 市町村の公共施設の最適化に向けた支援について 

  県では、公共施設の機能集約や合築等を推進するため、同一区域内の国・県・市町村間

の公共施設を同居させる垂直連携を中心に、公共施設のデータベース化や、国・県・市町

村を構成員とした「公共施設等マッチング連絡会議」の設置など、対策を進めてきました。 

  しかし、人口減少が進む中、県内市町村において現状の公共施設をこれまで通り維持す

ることが困難となることも見込まれます。 

  そこで今後は、市町村相互間の公共施設の集約化である水平連携についても、広域自治

体として調整役を担うとともに、現時点では水平連携の必要性を感じていない市町村に対

しても、将来を見据えた課題を共有し対策の検討を促してまいります。 



 

 

● ベトナム・ハノイ市との友好提携について 

○ ハノイ市との友好と協力に係る覚書の締結に至った経緯等について 

  県では、これまで、米国・メリーランド州や、中国・遼寧省、韓国・京畿道などと、幅

広い分野で交流することを目的に地域間で友好提携を結び、様々な取組による交流を行っ

てきました。 

  一方、ベトナムにおいては、本県の魅力をベトナム現地で発信し、認知度の向上や交流

の拡大を図ることを目的として、首都・ハノイ市において、文化交流プログラムや経済プ

ログラムを、ハノイ市より会場の提供等をいただき共催で開催してきました。 

このように交流を深める中で、2024 年 10 月、県と同市の共催による、例年のプログラ

ムが確実に開催されることや、様々な分野での協力の強化を目指して、「友好と協力に係

る覚書」を締結しました。 

  県としては、引き続きベトナムの中央・地方両政府との交流を続けてまいります。 

 

○ ハノイ市との友好関係の発展について 

 県では、覚書に基づき、引き続き、経済、投資、ヘルスケア、観光、芸術文化、人的交

流など、様々な分野における協力を進めることにより、ハノイ市との更なる関係強化に努

めてまいります。 

また、ベトナムとの継続的かつ安定的な交流に向けて、文化スポーツ観光省や保健省な

どとの覚書に基づく取組や、ハノイ市への駐在員事務所の設置などを通じて、引き続き中

央・地方両政府との連携・協力の強化に努め、両地域の持続可能な発展を目指してまいり

ます。 
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防災警察常任委員会審査結果報告書 

 

 当常任委員会は、令和８年６月２６日の本会議において付託された定県第

５６号議案 神奈川県迷惑行為防止条例の一部を改正する条例について慎重

審査の結果、原案のとおり可決すべきものと議決したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉  本    透  殿 

 

 

防災警察常任委員会委員長 芥  川    薫   
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厚生常任委員会審査結果報告書 

 

当常任委員会は、令和８年６月２６日の本会議において付託された諸議案

について慎重審査の結果、原案のとおり可決すべきものと議決したので報告

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉  本    透  殿 

 

 

厚生常任委員会委員長 川  崎  修  平   
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建設・企業常任委員会審査結果報告書 

 

 当常任委員会は、令和８年６月２６日の本会議において付託された諸議案

について慎重審査の結果、原案のとおり可決すべきものと議決したので報告

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉  本    透  殿 

 

 

建設・企業常任委員会委員長 楠    梨恵子   
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文教常任委員会審査結果報告書 

 

 当常任委員会は、令和８年６月２６日の本会議において付託された諸議案

について慎重審査の結果、原案のとおり可決すべきものと議決したので報告

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉  本    透  殿 

 

 

文教常任委員会委員長 飯野  まさたけ   
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総務政策常任委員会審査結果報告書 

 

 当常任委員会は、令和８年６月２６日の本会議において付託された諸議案

について慎重審査の結果、原案のとおり可決すべきものと議決したので報告

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉  本    透  殿 

 

 

総務政策常任委員会委員長 田村  ゆうすけ   
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厚生常任委員会請願審査結果報告書 

 

 

 

 当常任委員会は、本会議において付託された請願１件について慎重審査の

結果 

 

 

 採択すべきもの      １件 

 

 

 

以上別表のとおり議決したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉 本   透 殿 

 

 

 

厚生常任委員会委員長 川 崎 修 平  
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厚生常任委員会請願審査結果 
 

採択すべきものと決した請願は、執行機関に送付すべきものと認める。 

請願 

番号 
件            名 審 査 結 果 

３６ 
私立学校の修学旅行等における安全管理等につい

て請願 
採択すべきもの 



 

議会運営委員会請願審査結果報告書 

 

 

 当委員会は、本会議において付託された請願７件について慎重審査の結果 

 

 

継続審査とすべきもの    ７件 

 

 

 

以上別表のとおり議決したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月１０日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉 本   透 殿 

 

 

 

             議会運営委員会委員長  あらい 絹 世  

  



議会運営委員会請願審査結果 
 

請願 

番号 
件            名 審 査 結 果 

２ 

ネット公開される政務活動費の閲覧について、

県民目線に立った政務活動費の支出伝票の閲覧

ができるようにすることを求める請願 

継続審査とすべ

きもの 

４ 

神奈川県議会「政務活動費の指針」に政務活動と

他の活動が混在する場合のあん分率の基準と上限

を決め、按分方法（例）として私的活動を含めた

合理的な目安を例示することを求める請願 

同   上 

９ 

会派及び議員が保存すべき証拠書類等の写しを議

長提出とし公開の対象とするよう｢政務活動費の指

針｣の見直しを求める請願 

同   上 

10 

会派及び議員は政務活動費の公開にあたって公私

の区別を明確にした銀行口座を作るなど、県民に

分かりやすい証拠書類にして議長に提出するよう

｢政務活動費の指針｣の見直しを求める請願 

同   上 

18 

政務活動費の人件費について雇用台帳を議長提出

にするなど受取人の雇用実態と活動内容がわかる

ように改善することを求める請願 

同   上 

20 

政務活動費の調査研究費の大半を占めるガソリン

代、高速代、駐車場代等の交通費の使用目的と使

用者名を明らかにするよう指針の見直しを求める

請願 

同   上 

22 

政務活動費から議員が毎月定期的に支出する事務

所賃貸料など９つの経費の支出伝票を必ず一期毎

に３か月分を１枚にまとめて証拠書類を添付し、

議長に提出することを求める請願 

同   上 
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総務政策常任委員会陳情審査結果報告書 

 

 

 

 当常任委員会は、付議された陳情６件について慎重審査の結果 

 

 

 了承できないもの       ３件 

 

 継続して審査を要するもの   ３件 

 

  

 

以上別表のとおり議決したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉 本   透 殿 

 

 

 

総務政策常任委員会委員長 田村 ゆうすけ  
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総務政策常任委員会陳情審査結果 
 

陳情 

番号 
件            名 審 査 結 果 

５４ 「再審法改正を求める意見書」採択について陳情 
継続して審査を

要するもの 

８７ 

庁舎内における政党機関紙勧誘に伴う「心理的圧

力」の調査結果を踏まえ、議員による勧誘禁止の

確認と職員を心理的圧力から保護する為の措置を

求める陳情 

了承できない

もの 

９９ 
憲法改正発議に関する慎重審議及び十分な国民的

議論の確保を求める意見書提出に関する陳情 

継続して審査を

要するもの 

１０３ 

－1 

株式会社藤川商店における数々の条例違反に対す

る厳正な処分、並びに神奈川県のずさんな公文書

管理と行政の不作為の是正を求める陳情 

了承できない

もの 

１０４ 県庁総合案内の改善について陳情 
継続して審査を

要するもの 

１０７ 

－1 

藤沢市宮原地区における宗教施設（モスク）建設

計画に関する陳情 

了承できない

もの 
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防災警察常任委員会陳情審査結果報告書 

 

 

 

 当常任委員会は、付議された陳情３件について慎重審査の結果 

 

 

 了承できないもの       ３件 

 

  

 

以上別表のとおり議決したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉 本   透 殿 

 

 

 

防災警察常任委員会委員長 芥 川   薫  
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防災警察常任委員会陳情審査結果 
 

陳情 

番号 
件            名 審 査 結 果 

１０５ 防災警察常任委員会の不正について.陳情 
了承できない

もの 

１０７ 

－2 

藤沢市宮原地区における宗教施設（モスク）建設

計画に関する陳情 
同   上 

１０９ 
国外犯事件における国際捜査共助の迅速かつ適正

な実施について陳情 
同   上 
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環境農政常任委員会陳情審査結果報告書 

 

 

 

 当常任委員会は、付議された陳情２件について慎重審査の結果 

 

 

 了承できないもの       ２件 

 

   

 

以上別表のとおり議決したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉 本   透 殿 

 

 

 

環境農政常任委員会委員長 おざわ 良 央  

 

 

 

 



- 6 - 

 

環境農政常任委員会陳情審査結果 
 

 

陳情 

番号 
件            名 審 査 結 果 

１０３ 

   －2 

株式会社藤川商店における数々の条例違反に対す

る厳正な処分、並びに神奈川県のずさんな公文書

管理と行政の不作為の是正を求める陳情 

了承できない

もの 

１０７ 

－3 

藤沢市宮原地区における宗教施設（モスク）建設

計画に関する陳情 
同   上 
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厚生常任委員会陳情審査結果報告書 

 

 

 

 当常任委員会は、付議された陳情５件について慎重審査の結果 

 

 

 了承できないもの       ３件 

 

 継続して審査を要するもの   ２件 

 

 

 

以上別表のとおり議決したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉 本   透 殿 

 

 

 

厚生常任委員会委員長 川 崎 修 平  
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厚生常任委員会陳情審査結果 
 

 

陳情 

番号 
件            名 審 査 結 果 

８５ 

地方独立行政法人化される中井やまゆり園を含め

た県立障害者支援施設の入所定員を当面は縮小し

ないことを求める陳情 

了承できない

もの 

９６ 

インターネット上の誹謗中傷被害者支援に関する

条例制定及び、全国のモデルケースとなる支援体

制構築を求める陳情 

継続して審査を

要するもの 

１００ 
県の厚木合同庁舎に所在する各組織の問題点につ

いて陳情 

了承できない

もの 

１０２ 

  －1 

高等学校における平和教育及び校外学習の政治的

中立性と安全確保を求める陳情 

継続して審査を

要するもの 

１０６ 
患者の診療情報アクセス権等の保障について、国

へ意見書の提出を求める陳情 

了承できない

もの 
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産業労働常任委員会陳情審査結果報告書 

 

 

 

 当常任委員会は、付議された陳情１件について慎重審査の結果 

 

 

 了承できないもの １件 

 

 

 

以上別表のとおり議決したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉 本   透 殿 

 

 

 

産業労働常任委員会委員長 田 中 信 次  
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産業労働常任委員会陳情審査結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陳情 

番号 
件            名 審 査 結 果 

１０８ 
中断前提のキャリア形成を可能とする労働環境整

備に関する陳情 

多数をもって

了承できない

もの 
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建設・企業常任委員会陳情審査結果報告書 

 

 

 

 当常任委員会は、付議された陳情１件について慎重審査の結果 

 

 

 了承できないもの １件 

 

 

 

以上別表のとおり議決したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉 本   透 殿 

 

 

 

建設・企業常任委員会委員長 楠   梨恵子
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建設・企業常任委員会陳情審査結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陳情 

番号 
件            名 審 査 結 果 

１０７ 

  －4 

藤沢市宮原地区における宗教施設(モスク)建設計

画に関する陳情 

了承できない

もの 
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文教常任委員会陳情審査結果報告書 

 

 

 

 当常任委員会は、付議された陳情３件について慎重審査の結果 

 

 

継続して審査を要するもの   ３件 

 

 

 

以上別表のとおり議決したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年７月８日 

 

 

 神奈川県議会議長 杉 本   透 殿 

 

 

 

文教常任委員会委員長 飯野 まさたけ  
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文教常任委員会陳情審査結果 
 

 

 

陳情 

番号 
件            名 審 査 結 果 

７２ 奨学金の返還を支援する制度について陳情 
継続して審査を

要するもの 

１０１ 正規教員の増員を求める陳情 同   上 

１０２ 

  －2 

高等学校における平和教育及び校外学習の政治的

中立性と安全確保を求める陳情 

多数をもって

継続して審査を 

要するもの 
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総 務 政 策 常 任 委 員 会 調 査 報 告 書  

 
 

 当 常 任 委 員 会 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 １ １ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

た の で 報 告 す る 。  

 
 
 令 和 ８ 年 ７ 月 ８ 日  
 
 
 神 奈 川 県 議 会 議 長  杉  本    透  殿  
 
 
                    総 務 政 策 常 任 委 員 会 委 員 長  田 村  ゆ う す け   
 
 
事 件 の 名 称  
 
１  県 行 政 の 総 合 的 企 画 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
２  ヘ ル ス ケ ア ・ ニ ュ ー フ ロ ン テ ィ ア の 総 合 的 企 画 、 調 整 及 び 推 進 に

関 す る 事 項 に つ い て  
 
３  広 聴 及 び 広 報 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
４  県 民 協 働 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
５  市 町 村 そ の 他 公 共 団 体 の 行 政 一 般 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
６  基 地 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
７  統 計 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
８  組 織 及 び 職 員 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
９  予 算 、 県 税 そ の 他 の 財 務 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
10 県 有 財 産 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
11 文 書 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
12 情 報 化 に 関 す る 事 項 に つ い て   
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防 災 警 察 常 任 委 員 会 調 査 報 告 書  

 
 

 当 常 任 委 員 会 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 １ １ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

た の で 報 告 す る 。  

 
 
 令 和 ８ 年 ７ 月 ８ 日  
 
 
 神 奈 川 県 議 会 議 長  杉  本    透  殿  
 
 
                    防 災 警 察 常 任 委 員 会 委 員 長  芥  川    薫   
 
 
事 件 の 名 称  
 
１  危 機 管 理 の 総 合 調 整 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
２  安 全 ・ 安 心 ま ち づ く り に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
３  災 害 対 策 及 び 消 防 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
４  高 圧 ガ ス 等 の 保 安 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
５  消 費 生 活 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
６  警 察 の 管 理 運 営 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
７  生 活 安 全 、 地 域 、 刑 事 、 交 通 及 び 警 備 警 察 に 関 す る 事 項 に つ い て   



 - 3 - 

 
文 化 ス ポ ー ツ 観 光 常 任 委 員 会 調 査 報 告 書  

 
 

 当 常 任 委 員 会 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 １ １ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

た の で 報 告 す る 。  

 
 
 令 和 ８ 年 ７ 月 ８ 日  
 
 
 神 奈 川 県 議 会 議 長  杉  本    透  殿  
 
 

      文 化 ス ポ ー ツ 観 光 常 任 委 員 会 委 員 長  須 田  こ う へ い   
 
 
事 件 の 名 称  
 
１  国 際 交 流 及 び 国 際 協 力 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
２  文 化 の 振 興 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
３  ス ポ ー ツ に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
４  観 光 に 関 す る 事 項 に つ い て  
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環 境 農 政 常 任 委 員 会 調 査 報 告 書  

 
 

 当 常 任 委 員 会 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 １ １ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

た の で 報 告 す る 。  

 
 
 令 和 ８ 年 ７ 月 ８ 日  
 
 
 神 奈 川 県 議 会 議 長  杉  本    透  殿  
 
 
                    環 境 農 政 常 任 委 員 会 委 員 長  お ざ わ  良  央   
 
 
事 件 の 名 称  
 
１  公 害 の 防 止 そ の 他 環 境 の 保 全 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
２  農 業 、 林 業 及 び 水 産 業 に 関 す る 事 項 に つ い て   
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厚 生 常 任 委 員 会 調 査 報 告 書  

 
 

 当 常 任 委 員 会 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 １ １ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

た の で 報 告 す る 。  

 
 
 令 和 ８ 年 ７ 月 ８ 日  
 
 
 神 奈 川 県 議 会 議 長  杉  本    透  殿  
 
 
                        厚 生 常 任 委 員 会 委 員 長  川  崎  修  平   
 
 
事 件 の 名 称  
 
１  社 会 福 祉 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
２  社 会 保 障 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
３  人 権 及 び 男 女 共 同 参 画 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
４  次 世 代 育 成 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
５  私 学 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
６  保 健 医 療 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
７  生 活 衛 生 に 関 す る 事 項 に つ い て  
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産 業 労 働 常 任 委 員 会 調 査 報 告 書  

 
 

 当 常 任 委 員 会 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 １ １ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

た の で 報 告 す る 。  

 
 
 令 和 ８ 年 ７ 月 ８ 日  
 
 
 神 奈 川 県 議 会 議 長  杉  本    透  殿  
 
 
                    産 業 労 働 常 任 委 員 会 委 員 長  田  中  信  次   
 
 
事 件 の 名 称  
 
１  産 業 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
２  労 働 に 関 す る 事 項 に つ い て   
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建 設 ・ 企 業 常 任 委 員 会 調 査 報 告 書  

 
 

 当 常 任 委 員 会 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 １ １ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

た の で 報 告 す る 。  

 
 
 令 和 ８ 年 ７ 月 ８ 日  
 
 
 神 奈 川 県 議 会 議 長  杉  本    透  殿  
 
 
                  建 設 ・ 企 業 常 任 委 員 会 委 員 長  楠    梨 恵 子   
 
 
事 件 の 名 称  
 
１  都 市 計 画 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
２  道 路 、 河 川 そ の 他 土 木 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
３  住 宅 及 び 建 築 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
４  水 道 事 業 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
５  電 気 事 業 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
６  公 営 企 業 資 金 等 運 用 事 業 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
７  相 模 川 総 合 開 発 共 同 事 業 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
８  酒 匂 川 総 合 開 発 事 業 に 関 す る 事 項 に つ い て   
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文 教 常 任 委 員 会 調 査 報 告 書  

 
 

 当 常 任 委 員 会 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 １ １ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

た の で 報 告 す る 。  

 
 
 令 和 ８ 年 ７ 月 ８ 日  
 
 
 神 奈 川 県 議 会 議 長  杉  本    透  殿  
 
 
                        文 教 常 任 委 員 会 委 員 長  飯 野  ま さ た け   
 
 
事 件 の 名 称  
 
１  県 立 学 校 等 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
２  市 町 村 立 学 校 等 に 関 す る 事 項 に つ い て  
 
３  生 涯 学 習 及 び 文 化 財 に 関 す る 事 項 に つ い て  



 
議 会 運 営 委 員 会 調 査 報 告 書  

 
 

 当 委 員 会 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 １ １ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た 次 の

事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し た の

で 報 告 す る 。  

 
 
 令 和 ８ 年 ７ 月 １ ０ 日  
 
 
 神 奈 川 県 議 会 議 長  杉  本    透  殿  
 
 
                      議 会 運 営 委 員 会 委 員 長  あ ら い  絹  世  
 
 
事 件 の 名 称  
 
１  議 会 の 運 営 に 関 す る こ と に つ い て  
 
２  議 会 の 会 議 規 則 、 委 員 会 条 例 等 に 関 す る こ と に つ い て  
 
３  議 長 の 諮 問 に 関 す る こ と に つ い て  
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ともいき特別委員会調査報告書  

 
 

 当 特 別 委 員 会 は 、 令 和 ８ 年 ５ 月 ２ ７ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

たので報告する。  

 
 
 令和８年７月３日  
 
 
 神奈川県議会議長  杉  本    透  殿  
 
 

ともいき特別委員会委員長  大  村    悠   
 
 
事件の名称  
 
１  当事者目線の障がい福祉・地方独立行政法人神奈川県立福祉機構

について  
 
２  高齢者支援・認知症対策・ケアラーへの支援の推進について  
 
３  高齢者・障害者等介護の支援について  
 
４  特別支援教育、インクルーシブ教育・人権教育について  
 
５  生涯スポーツ・ｅスポーツ・パラスポーツの推進について  
 
６  多文化共生に向けた取組について  
 
７  人権男女共同参画社会の推進、ＤＶ・ストーカー被害対策につい

て  
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未来社会特別委員会調査報告書  

 
 

 当 特 別 委 員 会 は 、 令 和 ８ 年 ５ 月 ２ ７ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

たので報告する。  

 
 
 令和８年７月３日  
 
 
 神奈川県議会議長  杉  本    透  殿  
 
 

未来社会特別委員会委員長  石  川    巧   
 
 
事件の名称  
 
１  自然災害対策の推進について  
 
２  持続可能な上下水道について  
 
３  交通安全対策・犯罪の起きにくい地域社会づくりについて  
 
４  交通基盤・新たな交通サービスの充実について  
 
５  安全・安心な住まいづくりについて  
 
６  都市基盤整備について  
 
７  観光振興・かながわ観光連携エリアについて  
 
８  米軍基地対策について  
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環境・産業振興特別委員会調査報告書  

 
 

 当 特 別 委 員 会 は 、 令 和 ８ 年 ５ 月 ２ ７ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

たので報告する。  

 
 
 令和８年７月３日  
 
 
 神奈川県議会議長  杉  本    透  殿  
 
 

環境・産業振興特別委員会委員長  新  堀  史  明   
 
 
事件の名称  
 
１  GREEN×EXPO 2027について  
 
２  農林畜水産業の活性化・鳥獣被害対策の推進について  
 
３  脱炭素社会の実現に向けた取組について  
 
４  資源循環の推進、食品ロス問題について  
 
５  ＫＯＵＧＥＩ  ＥＸＰＯについて  
 
６  宇宙関連産業・ベンチャー等成長産業の取組について  
 
７  生産性向上・人材確保・賃上げへの支援について  
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生活・教育政策特別委員会調査報告書  

 
 

 当 特 別 委 員 会 は 、 令 和 ８ 年 ５ 月 ２ ７ 日 の 本 会 議 に お い て 付 議 さ れ た

次 の 事 件 に つ い て は 、 更 に 議 会 閉 会 中 調 査 を 継 続 す べ き も の と 議 決 し

たので報告する。  

 
 
 令和８年７月３日  
 
 
 神奈川県議会議長  杉  本    透  殿  
 
 

生活・教育政策特別委員会委員長  高  橋  延  幸   
 
 
事件の名称  
 
１  ヘルスケア・ニューフロンティアの推進について  
 
２  未病改善の取組について  
 
３  医療施策の推進について  
 
４  子ども・子育て支援、少子化対策について  
 
５  児童虐待・いじめ・不登校・自殺対策について  
 
６  高校教育改革、部活動の地域展開について  
 
７  デジタル戦略推進について  
 
８  地方創生の推進について  
 



議 員 派 遣 案（第 35 号） 
 

令和８年７月 13 日 
 
 
次のとおり議員を派遣する。  
 
県 政 調 査 
 
１ 目  的     ベトナムは、安価で若い労働力を背景として、

急速に経済成長を遂げていて、本県も有望な友好
交流の相手先として注目しており、今後の経済的
発展を見据えた様々な取組を進めている。  
そのような状況を踏まえて、今回の訪問では、

今後の発展が期待される地域の企業・団体等を視
察する。 

ダナン市はベトナム政府から IT特区に認定され
ており、海外の IT企業に対する優遇政策がある。
さらに工科大学、 IT教育大学、 IT短大などITを専
攻とする学部・学科が所在し、 IT人材を数多く輩
出できる環境にある。  

また、ニンビン省は工業、手工業等が盛んであ
り、日系企業誘致に積極的で、ワンストップ相談
窓口「ジャパンデスク」を設置するほか、日系企
業専用の工業団地として「ドンバンⅢ工業団地」
を建設している。 

そのほか、日越交流関係団体等からベトナムへ
の日系企業の進出状況や日越企業の連携状況、ICT
産業の状況等を聴取し、今後の県内企業の海外展
開支援策や外国人材の雇用支援策、企業の県内誘
致策等の参考とする。  

 

２ 派遣場所    ベトナム社会主義共和国  

 
３ 期  間   令和８年 11 月 10 日から令和８年 11 月 15 日まで 

 
４ 派遣議員   ４人 

 



意 見 書 案 提 出 書 

 

地方財政の充実・強化を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  田村 ゆうすけ 

                  同        西 村 くにこ 

                  同        吉 田 あつき 

                  同        大 村   悠 

                  同        脇   礼 子 

                  同        望 月 聖 子 

                  同        岸 部   都 

                  同        藤 代 ゆうや 

                  同        青 山 圭 一 

                  同        森   正 明 

                  同        杉 山 信 雄 

                  同        松 崎   淳 



 

地方財政の充実・強化を求める意見書（案）  

 

地方自治体においては、急速な少子高齢化の進展に伴い、子育て支援、医療、
介護など全世代型の社会保障施策の整備や、地域医療体制の充実、人口減少を見
据えた地域活性化、デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）への対応など、
多岐にわたる役割が求められている。さらに、近年頻発・激甚化する自然災害へ
の対応や、社会インフラの老朽化対策、脱炭素化に向けた環境対策も喫緊の課題
となっている。  

これら山積する課題に対応するため、地方自治体の増大する財政需要を的確に
把握するとともに、物価や賃金の上昇に伴う行政経費の増大を確実に財政措置へ
反映させる必要がある。特に、社会的に求められている賃金水準の底上げに伴う
人件費の確保など、地方自治体が安定的かつ主体的に行政サービスを提供できる
よう、地方一般財源総額の更なる増額をはじめとする地方財政の充実・強化を図

ることが不可欠である。  

よって国会及び政府は、地方自治体がその果たすべき役割を全うし、住民に対
し質の高い行政サービスを安定的に提供するため、次の事項について特段の措置
を講じられるよう強く要望する。  

１ 地方交付税の法定率の引上げ等により地方一般財源総額を確実に確保すると
ともに、臨時財政対策債に依存しない持続可能な地方財政制度を確立すること。 

２ 社会全体で賃金水準の底上げが求められる中、地方自治体や公営企業等の職
員を安定的に確保し、定着させるため、定期的な処遇改善を可能とする確実な
財源を制度として創設・確保すること。  

３ 地方自治体業務システムの標準化・共通化については、引き続き国の責任に
おいて必要な財源を措置すること。また、サイバーセキュリティ対策の強化な
ど、自治体ＤＸの進展に伴い発生するシステム改修や事務負担、人件費の増大

等に対し、自治体の実情に応じて柔軟かつ十分な支援を行う体制を整備するこ
と。 

４ 地域社会の機能維持に不可欠な地域公共交通の確保・整備に向け、地域の実
情に精通する公共交通専任担当者の配置支援や国庫支出金の拡充を図ること。
あわせて、普通交付税の個別算定経費に公共交通関連経費を明確に位置付ける
など、地方自治体が責任を持って主体的に施策を展開できる制度を構築するこ
と。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

  

令和   年  月  日 
 
衆 議 院 議 長 
参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣  

総 務 大 臣 

 財 務 大 臣 

 国 土 交 通 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長 

 

 

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

私立の広域通信制高等学校に係る制度整備の早期実現を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  川 崎 修 平 

                  同        市 川 よし子 

                  同        小 林 武 史 

                  同        お だ 幸 子 

                  同        永 井 真 人 

                  同        柳 瀬 吉 助 

                  同        石 川   巧 

                  同        河 本 文 雄 

                  同        内 田 みほこ 

                  同        しきだ 博 昭 

                  同        てらさき 雄介 



 

私立の広域通信制高等学校に係る制度整備の早期実現を求める意見書（案） 

 

近年、通信制高等学校は、多様な学びの機会を提供する教育機関として、その

重要性を一層高めている。特に私立の広域通信制高等学校においては、生徒数が

大幅に増加しており、不登校経験者や発達特性のある生徒など、様々な背景を持

つ生徒たちの学びの受け皿として大きな役割を果たしている。 

一方で、近時の報道等においては、学習支援や進路相談体制が十分でないと感

じる生徒の存在や、相談窓口の分かりにくさ、さらには日常的に関わるスタッフ

の体制や専門性に対する不安の声などが指摘されている。 

通信制高等学校においては、生徒一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援体

制が不可欠であり、その質は生徒の学習継続や進路形成に大きく影響する。しか

しながら、広域通信制高等学校においては、本校所在地の都道府県が設置認可及

び指導監督を担う一方、実際の教育活動は全国各地の学習拠点やサポート校等で

行われている実態がある。 

そのため、教育活動の実態把握や生徒保護に関して、指導監督権限を有する自

治体と、実際に生徒が生活し、学んでいる自治体との間に隔たりが生じており、

十分な対応が困難となる課題が指摘されている。 

こうした状況を踏まえ、国会においても、制度上の課題認識が示されており、

広域通信制高等学校の在り方や生徒保護の強化に向けた議員立法の審議が進めら

れているところである。 

よって国会及び政府は、広域通信制高等学校に通う生徒の学習環境、相談支援

体制の充実及び生徒保護の強化を図るため、実態把握の強化、関係自治体間の連

携の仕組みづくり、学習拠点等における教育の質の確保及び支援体制の明確化等

を含め、必要な制度整備について速やかに検討を進め、早期に実現されるよう強

く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣  

総 務 大 臣 

文 部 科 学 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

すべてのケアラーに対する包括的な支援と法的枠組みの整備 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  川 崎 修 平 

                  同        市 川 よし子 

                  同        小 林 武 史 

                  同        お だ 幸 子 

                  同        永 井 真 人 

                  同        柳 瀬 吉 助 

                  同        石 川   巧 

                  同        河 本 文 雄 

                  同        内 田 みほこ 

                  同        しきだ 博 昭 

                  同        てらさき 雄介 



 

 
すべてのケアラーに対する包括的な支援と法的枠組みの整備を 

求める意見書（案） 
 
 近年、家族等の介護や世話を無償で担う「ケアラー」の負担が深刻な社会問題
となっている。ケアラーが抱える問題は、肉体的な疲弊にとどまらず、精神的な
孤立、経済的な困窮、そして学びや就業の機会喪失など、人生のあらゆる局面に
多大な影響を及ぼしている。とりわけヤングケアラーについては、子ども・若者
育成支援推進法の改正により、国及び地方公共団体等が支援に努めるべき対象と
して明記されたところである。 
一方で、ケアラーは子どもに限られるものではなく、働きながら家族を介護す

るワーキングケアラー、育児と介護を同時に担うダブルケアラー、高齢の配偶者
を支える高齢ケアラーなど、その実態は多様化・複雑化しており、誰もが当事者
となり得る状況にある。 

国においても、「経済財政運営と改革の基本方針２０２５」において、年代や就
労の有無を問わずケアラー支援の必要性が明記されたが、現在の取組は地方公共
団体への支援にとどまり、ケアラー全体を対象とした包括的な法制度はいまだ整
備されていない。 

現在の支援は、介護、障がい、子育てなどの制度の枠組みごとに分かれており、
ケアラー本人への支援は十分とは言えず、地域や地方公共団体によって支援内容
にも差が生じている。 
よって国会及び政府は、すべてのケアラーが個人の尊厳を保ち、社会から孤立

することなく、安心して生活し、学びや就労など社会参加を継続できるようにす
るため、次の事項について所要の措置を講じられるよう強く要望する。 
１ ヤングケアラーに限らず、すべてのケアラーを対象とした包括的な支援の基
本理念を法的に明確にすること。 

２ ケアラーを支援するための実態把握、相談対応、情報提供、休息の確保等に
ついて、分野横断的に取り組む法的枠組みを整備すること。 

３ 地方公共団体が地域の実情に応じた支援を安定的に実施できるよう、必要な
財政措置を講じること。 

４ ケアラー支援に関する国民の理解を深めるための普及啓発を推進すること。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 
令和   年  月  日 

 
衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 
 内 閣 総 理 大 臣 
 総 務 大 臣 

 法 務 大 臣 
 財 務 大 臣 
 文 部 科 学 大 臣 
 厚 生 労 働 大 臣 
 内 閣 府 特 命 担 当 大 臣 
（こども政策、若者活躍） 
  

神 奈 川 県 議 会 議 長     

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

日本版ＤＢＳの対象事業者拡大及び事業者に対する支援を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  川 崎 修 平 

                  同        市 川 よし子 

                  同        小 林 武 史 

                  同        お だ 幸 子 

                  同        永 井 真 人 

                  同        柳 瀬 吉 助 

                  同        石 川   巧 

                  同        河 本 文 雄 

                  同        内 田 みほこ 

                  同        しきだ 博 昭 

                  同        てらさき 雄介 



 

日本版ＤＢＳの対象事業者拡大及び事業者に対する支援を求める意見書（案） 
 

子どもを性犯罪から守ることは社会全体の責務であり、特に教育・保育・福祉
など、子どもが日常的に利用する現場においては、より高い安全性が求められて
いる。 

このような中、子どもと接する場での子どもへの性暴力を防ぐため「学校設置
者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に
関する法律」（以下「法」という。）、いわゆる日本版ＤＢＳが令和８年１２月２５

日に施行予定となっている。 
しかし、学校、認可保育所、認定こども園、児童福祉施設等は、すべての事業

者に法で定める性暴力防止の取組が義務付けられている一方、放課後児童クラブ、

認可外保育所、学習塾、スポーツクラブ等は、任意で国の認定を受けた事業者の
みが性暴力防止の取組を行う仕組みとなっており、義務付けの対象となっていな
い。 

放課後児童クラブは子どもが長時間を過ごす生活の場であり、支援員が日常的
に子どもと接することから、性暴力防止の取組を義務付けるべきとの声が現場か
ら強く上がっている。義務付けの対象から外れることで安全対策に格差が生じ、

保護者の不安を高めるだけでなく、子どもの安全確保の観点からも看過できない
状況である。 

また、日本版ＤＢＳの運用に当たっては、認定申請手数料に加え、個人情報を

厳格に管理するための職員の配置や体制の整備など、事業者側に多大なコストが
発生することが想定される。特に民間事業者や小規模事業者にとっては、制度導
入が経営負担となり、結果として人材確保やサービス提供に影響を及ぼす懸念が

ある。 
よって国会及び政府は、子どもの安全を確保し、制度の円滑な運用を図るため、

次の事項について速やかに対応されるよう強く要望する。 

１ 公的機関、民間企業・団体等を問わず、一定の期間以上、子どもと接する業
務を行うすべての事業者が性犯罪歴の確認等を行うことができるよう、今後、
義務対象事業者の範囲を拡大すること。 

２ 職員の配置や個人情報管理体制の整備など、日本版ＤＢＳの運用に必要な措
置に係る費用について、国が財政支援を行うこと。 

３ 日本版ＤＢＳの運用開始に向け、事業者が法の趣旨にのっとり、適切に制度

を導入できるよう、国及び自治体が連携して支援を行うこと。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 
 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 

法 務 大 臣 
財 務 大 臣 
文 部 科 学 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 
こ ど も 家 庭 庁 長 官 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

医療機関が有料職業紹介事業者に支払う高額な手数料の是正を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  川 崎 修 平 

                  同        市 川 よし子 

                  同        小 林 武 史 

                  同        お だ 幸 子 

                  同        永 井 真 人 

                  同        柳 瀬 吉 助 

                  同        石 川   巧 

                  同        河 本 文 雄 

                  同        内 田 みほこ 

                  同        しきだ 博 昭 

                  同        てらさき 雄介 



 

医療機関が有料職業紹介事業者に支払う高額な手数料の 

是正を求める意見書（案） 

 

 全国的に高齢化が進む中、今後、医療・介護ニーズの更なる増大が見込まれて

いる。一方、生産年齢人口の減少に伴い、医療機関では慢性的な人手不足が深刻

化しており、医師や看護師などの医療人材を安定的に確保することが課題となっ

ている。 

 近年、医療人材の採用・求職活動において、効率的な募集や、きめ細やかなサ

ービスの提供など、医療機関と求職者双方のニーズを満たす有料職業紹介事業者

の利用が広がっている。しかし、医療機関が医療人材を雇用した際に有料職業紹

介事業者に支払う紹介手数料（以下「手数料」という。）は高額に設定されており、

厚生労働省の報告によれば、本県における令和５年度の医師の紹介に係る平均手

数料は一人当たり約９１万円、看護職は約６８万円であり、手数料の総額は年々

増加傾向にある。 

 本県の医療機関においても有料職業紹介事業者への依存度は高い状況であり、

公定価格である診療報酬を基本として経営を行う医療機関は、手数料を価格に転

嫁できず、物価高騰や人件費の上昇等もある中、経営を大きく圧迫している。 

有料職業紹介事業者への高額な手数料の支払が難しい中小規模の医療機関は、

より一層、医療人材の確保が困難となり、地域の医療提供体制にも悪影響を及ぼ

しかねない。 

 よって国会及び政府は、有料職業紹介事業者による手数料の適正化を図るため、

手数料に係る適切な上限設定や、その内容を遵守させるために実効性の伴う措置

を講じられるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和   年   月  日 

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

豊かな学びの実現のための教職員定数の改善等及び教育予算の拡充 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  飯野 まさたけ 

                  同        神 倉 寛 明 

                  同        平 野 みぎわ 

                  同        片 桐 紀 子 

                  同        石 川 裕 憲 

                  同        武 田   翔 

                  同        高 橋 延 幸 

                  同        原   聡 祐 

                  同        浦 道 健 一 

                  同        小 島 健 一 

                  同        斉 藤 たかみ 

                  同        藤 井 深 介 

                  同        小 川 久仁子 



 

豊かな学びの実現のための教職員定数の改善等及び 

教育予算の拡充を求める意見書（案） 

 

近年、学校現場では、不登校やいじめへの対応、児童・生徒一人ひとりの発達

特性への配慮、家庭環境に課題を抱える児童・生徒への対応など、求められる役

割が大きく広がっており、多様な一人ひとりの子どもに柔軟な対応ができる体制

の構築が必要である。 

文部科学省の中央教育審議会では、子どもを取り巻く環境の変化や教員の負担

増加が指摘されており、日本はＯＥＣＤ諸国との比較においても、教員の仕事時

間が長い状況にあるとされている。 

また、教員一人当たりの持ち授業時数や学校現場の人的体制も自治体によって

違いがあり、教員が児童・生徒一人ひとりと向き合う時間の確保に影響を及ぼし

ている状況がある。 

こうした中、学校現場では、教員だけでなく、心のケアを担うスクールカウン

セラーや、家庭・福祉との連携を担うスクールソーシャルワーカーなど、専門人

材による支援体制の充実が求められている。本県においても、こうした専門人材

の配置が進められているが、自治体によって配置状況や支援体制に違いがあるた

め、国が配置を進めていく必要がある。 

子どもたちがどこに住んでいても等しく教育を受けることができ、一定水準の

教育環境が確保されるためには、国の責任において教職員定数の改善を進めると

ともに、地域間格差が生じないよう、必要な財政措置を講じることが重要である。 

よって国会及び政府は、令和９年度の政府予算編成において次の事項を実現さ

れるよう強く要望する。 

１ すべての子どもの学びと育ちを保障するため、教職員定数を改善すること。

また、子どもたちが抱える課題の早期発見・支援に当たるスクールカウンセラ

ーやスクールソーシャルワーカーを拡充すること。 

２ 教育の機会均等と水準の維持・向上を図るため、義務教育費国庫負担制度を

堅持するとともに、教育予算の拡充を図ること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣  

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

文 部 科 学 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

日本国憲法の精神に基づき女性天皇・女系天皇のあり方と 

皇位継承を議論することを求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  井 坂 新 哉 

                  同        木佐木 忠 晶 

                   

 



 
日本国憲法の精神に基づき女性天皇・女系天皇のあり方と 
皇位継承を議論することを求める意見書（案） 

 

日本国憲法第１条は、天皇は「日本国の象徴であり日本国民統合の象徴であつ

て、この地位は、主権の存する日本国民の総意に基く」と定めている。したがっ

て、皇位継承の議論は、主権者である国民の総意にふさわしく、憲法の諸原則を

厳格に遵守するものでなければならない。 

現在、国会や政府において進められている皇族数確保に向けた議論、とりわけ

「女性皇族が婚姻後も皇族の身分を保持する案」および「戦後に皇籍を離脱した

旧宮家の男系男子を皇族の養子に迎える案」を柱とする方針には、憲法上および

人権保障上の観点から、看過できない重大な問題が指摘されている。 

第一に、女性皇族の婚姻後の身分保持について、配偶者や子に皇族の身分を与

えないとする設計は、女性皇族の婚姻・家族のあり方に深刻な矛盾をもたらす。

また、本人の意思にかかわらず皇室にとどめることは、女性皇族の自己決定権や

幸福追求権（憲法第１３条）を過度に制約するものであり、「男女の平等」を掲げ

る憲法原則に背くものである。 

第二に、旧宮家の男系男子を皇族の養子に迎える案は、一般国民として生まれ

育った旧宮家の子孫を特別な身分である皇族とすることになり、法の下の平等を

定め、門地による差別を禁止した憲法第１４条第１項に明白に抵触する。２００５

年の「皇室典範に関する有識者会議報告書」においても、この手法は「国民の理

解と支持を得ることは難しい」として否定された経緯があり、これを覆す合理的

な根拠は見出せない。 

各種世論調査においては、国民の７〜８割が「女性天皇」に賛成しており、「女

系天皇」についても大多数の支持が示されている。国民の総意は明らかに、女性・

女系天皇の実現による安定的な皇位継承を求めている。「男系男子」による継承の

みに固執し、違憲の疑いが濃厚な養子制度等を導入することは、主権者たる「国

民の総意」を無視し、憲法違反を容認するものと言わざるを得ない。 

よって国会及び政府は、違憲の疑いがある拙速な法整備を中止し、次の事項を

着実に進めるよう強く要望する。 

１  「法の下の平等」など憲法の諸原則に則り、主権者である国民の圧倒的多数

が賛成している「女性天皇・女系天皇」のあり方を含めた議論を行うこと。 

２ 有識者や国民の意見、パブリックコメント等を広く反映し、憲法と国民の総

意に基づいた安定的かつ開かれた皇位継承制度の議論を行うこと。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
 

令和   年   月  日 

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣  

総 務 大 臣 

 
神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

皇室の伝統に基づく安定的皇位継承を確保するための法整備等 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  田村 ゆうすけ 

                  同        西 村 くにこ 

                  同        吉 田 あつき 

                  同        大 村   悠 

                  同        脇   礼 子 

                  同        望 月 聖 子 

                  同        岸 部   都 

                  同        藤 代 ゆうや 

                  同        青 山 圭 一 

                  同        森   正 明 

                  同        杉 山 信 雄 

                  同        松 崎   淳 



 

皇室の伝統に基づく安定的皇位継承を確保するための法整備等 

を求める意見書（案） 

 

皇室は、我が国固有の歴史と伝統の象徴であり、国民統合の象徴として、国民

の間に深く根差している。皇位が連綿として継承されてきたことは、我が国の歴

史と文化の根幹であり、その安定的な継承を確保することは、国家の安寧と将来

にとって極めて重要な課題である。  

現在、皇位継承資格を有する皇族方は限られており、安定的皇位継承の確保は、

将来にわたり皇室制度を維持していく上で、重大な国家的事案である。 

皇位継承の在り方については、我が国の歴史と伝統を十分に踏まえ、国民の理

解と支持の下で慎重かつ丁寧に検討されるべきものである。  

さらに、国民統合の象徴たる皇室の将来に係る極めて重要な課題であることか

ら、静ひつな環境の中で、国民の幅広い理解を深めながら検討されるべきもので

ある。 

よって国会及び政府は、皇族数の減少という現実に真摯に向き合い、皇位継承

が将来にわたって安定的に続いていくよう、国民的理解の醸成を図りながら、必

要な取組を着実に進められるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和   年  月  日 

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣  

総 務 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

外国人経営者の在留資格申請手続における財務要件等の見直しを 

求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  大 山 奈々子 

                   

 



 

外国人経営者の在留資格申請手続における財務要件等の 

見直しを求める意見書（案） 

 

わが国の深刻な労働力不足の解消や地域経済の活性化において、高い意欲と専

門性を持った外国人経営者の存在は不可欠となっており、本県においても多角的

な事業展開や雇用創出に大きく貢献しているところである。 

しかしながら、外国人経営者の在留資格「経営・管理」に関連する省令が改正

され、許可基準における資本金等の財務要件が５００万円以上から３，０００万

円以上に引き上げられるなど、大幅に厳格化された。許可基準は在留資格の変更・

更新時にも原則として適用されるため、極めて高い財務要件が一律に課されると、

中小・小規模企業を営む外国人経営者の事業継続は著しく困難となる。 

とりわけ、地域に密着した個人経営の小規模店舗やスタートアップ企業など、

初期投資を抑えて堅実に事業を拡大している外国人経営者にとって、このような

急激な財務要件の引上げは死活問題である。財務要件を満たさないことを理由に

在留資格の申請が不許可となれば、これまで築き上げてきた事業の廃止や、不本

意な形での国外退去を迫られる事態を招きかねない。このことは、対象となる外

国人経営者のみならず、地域コミュニティの一員として溶け込んで暮らすその家

族に対する人道的な配慮を著しく欠くだけでなく、外国人経営者による地域への

投資や雇用の減少により地域経済の衰退を招き、さらには「国際都市・神奈川」

としての魅力や信頼を大きく損なうおそれがある。 

出入国管理の厳格化や制度の適正化の必要性は理解するものの、実態に即さな

い一律の基準適用は、真摯に事業を営む外国人経営者を排除する結果となりかね

ず、断じて容認できるものではない。 

よって国会及び政府は、外国人が安心して持続可能な経営を行うことができる

環境を維持するため、次の措置を講じられるよう強く要望する。 

１ 在留資格「経営・管理」の申請手続において、資本金等の財務要件の一律適

用を見直すこと。 

２ 在留資格の制度改正や運用の変更を行う場合は、現に在留し、事業を行って

いる外国人経営者が不利益を被らないよう、措置を講じること。 

３ 手続の透明性を高め、真摯に日本社会で働く外国人経営者が不当に国外退去

の危機に瀕することのないよう、人道的な視点に基づいた配慮を行うこと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和   年   月  日 

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

法 務 大 臣 

出入国在留管理庁長官 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

「核なき世界」の実現に向け、核保有国への実効性ある核軍縮の働きかけ 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  井 坂 新 哉 

                  同        木佐木 忠 晶 

                  

 



 

 

「核なき世界」の実現に向け、核保有国への実効性ある核軍縮の 

働きかけを求める意見書（案） 

 

去る２０２６年４月２７日から５月２２日まで国連本部で開催された第１１回
核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議は、核兵器のない世界に向けた国際社会の強
い願いにもかかわらず、またしても合意形成に至らず、成果文書を採択できずに
閉幕した。 
不採択を招いた最大の要因は、ほかならぬ核保有国が、ＮＰＴ第６条に基づく

「誠実に核軍縮交渉を行う」という義務に向き合わず、自国の核戦力や「核抑止」
への依存を正当化し続けた姿勢にある。特に今回の会議において、核保有国側か
ら、過去の再検討会議における合意や軍縮プロセスを実質的に後退・先送りさせ
ようとする動きが見られたことや、核兵器の使用がもたらす破滅的な結末への言
及を骨抜きにしようとする姿勢が示されたことは、極めて遺憾である。 

 一方で、国際社会は明確に「核なき世界」の実現を選択し、支持している。核
兵器を史上初めて違法化した核兵器禁止条約（ＴＰＮＷ）の発効や、被爆者の長
年にわたる血のにじむような訴えが結実した日本原水爆被害者団体協議会（日本
被団協）のノーベル平和賞受賞などは、核兵器の非人道性を世界に刻み、その廃
絶を求める市民社会の確固たる意志と世界的な潮流を示すものである。 
本県は１４８万筆もの核兵器廃絶の署名に応え、１９８４年７月に神奈川非核

兵器県宣言を議会で議決し、２０２５年にも日本政府に対して非核三原則を堅持・
尊重されるよう求める意見書を全会一致で採択したところである。唯一の戦争被
爆国である我が国は、この「核なき世界」を求める世界的な潮流を力強く推進し、
核保有国に対して過去の約束と義務の履行を迫る歴史的使命を担っている。 
 よって国会及び政府は、次の事項を速やかに実行されるよう強く求める。 
１ 核保有国に対し、ＮＰＴ第６条に基づく核軍縮義務及び過去の再検討会議に

おける合意事項を誠実に履行し、核兵器の具体的な削減及び廃絶に向けた実効
性のある行動をとるよう、政府として主体性を持って強力に働きかけること。 

２ 核兵器禁止条約（ＴＰＮＷ）への署名・批准を行うこと。 
３ 日本被団協をはじめとする被爆者や平和団体、市民社会による情報発信や啓
発活動への支援を強化すること。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和   年   月  日 

 

衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内 閣 総 理 大 臣 

 総 務 大 臣 

 外 務 大 臣 

 防 衛 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

国は最高裁判決を真摯に受け止め、生活保護利用者の全面的、包括的救済 

を図るよう求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  井 坂 新 哉 

                  同        木佐木 忠 晶 

                   

 



 
国は最高裁判決を真摯に受け止め、生活保護利用者の全面的、 
包括的救済を図るよう求める意見書（案） 

 
国は２０１３年８月から段階的に生活扶助基準額を平均６．５％引き下げるな

ど、２０１５年度までの３年間で７４０億円に及ぶ生活保護費の削減を行った。
影響は甚大で、削減は最大で１０％にも及び、減額処分は生活保護受給世帯の 
９６％に及んだ。 
国の減額処分の取消しと損害賠償を求めた、いわゆる「いのちのとりで裁判」

と呼ばれる集団訴訟が全国２９地裁で提訴された。この大阪訴訟と愛知訴訟にお
いて、最高裁判所第三小法廷は２０２５年６月２７日に生活保護基準の引下げを
違法とする初の統一判断を下し、各処分の取消しを認める原告勝訴の判決を言い
渡した。 
最高裁は、物価変動率のみを直接の指標として定めた改定率と専門的知見との

整合性を国は説明できておらず、厚生労働大臣の判断の過程及び手続には過誤、
欠落があったと、国の減額処分の違法性を指摘した。国はこの判決を真摯に受け
止め、全面的かつ包括的に判決に沿った是正措置を講じるべきである。 
生活扶助費は食料品や生活必需品、実際に使用している耐久消費財などを積み

上げて判断すべきであり、消費実態を正確に反映できる方式に改める必要がある。
また、生活保護基準の算定では低所得階層（生活保護階層に隣接する勤労者世帯
第１・十分位階級）の消費水準との均衡を図る「水準均衡方式」が取られている
が、日本の生活保護の捕捉率は２０％程度と言われており、捕捉率の極端な低さ
は本来生活保護を受給すべき世帯が受給できずに一般の低所得世帯に属している
ことを意味し、常に生活保護以下の階層が存在することになる。このため、消費
水準を比較するたびに生活保護基準の引下げを図ることになりかねず、「健康で文
化的な最低限度の生活」水準を保障する上でも、第１・十分位階級との比較は妥
当性を欠くと思われる。 
当事者団体は原告のうち２割を超える２３２名が既に亡くなっているとして早

期の全面解決を求め、引下げ前の基準による生活保護費との差額支給等必要な被
害回復措置を直ちに講じるよう求めている。 
よって国会及び政府は、次のことを速やかに実施されるよう強く求める。 

１  原告以外の生活保護制度利用者や元利用者も対象として、引下げ前の基準に
よる生活保護費との差額支給及び必要な被害回復措置を直ちに講じるなど、早
期・全面解決を図ること。 

２ 生活保護の捕捉率を大幅に引き上げるよう、必要な措置を講じること。 
３ 生活保護基準の算定では、食料品や生活必需品、実際に使用している耐久消
費財などを積み上げて判断するなど、生活保護世帯の消費実態を正確に反映す
る方式に改めること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
 

令和   年   月  日 
 
衆 議 院 議 長 
参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
財 務 大 臣 
厚 生 労 働 大 臣 
 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



決 議 案 提 出 書 

 

津久井やまゆり園事件１０年を機に共生社会の実現をめざす決議案 

 

 上記決議案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり提出

します。 

 

  令和 ８ 年 ７ 月１０日 

 

 神奈川県議会議長  杉 本   透 殿 

 

                 神奈川県議会議員  川 崎 修 平 

                  同        市 川 よし子 

                  同        小 林 武 史 

                  同        お だ 幸 子 

                  同        永 井 真 人 

                  同        柳 瀬 吉 助 

                  同        石 川   巧 

                  同        河 本 文 雄 

                  同        内 田 みほこ 

                  同        しきだ 博 昭 

                  同        てらさき 雄介 



 

 

津久井やまゆり園事件１０年を機に共生社会の実現をめざす決議（案） 

 

 平成２８年７月２６日、県立障害者支援施設「津久井やまゆり園」において、

１９名もの尊い命が奪われ、２７名が負傷するという痛ましい事件が発生し、早

１０年という月日が流れようとしている。 

改めて、この凄惨な事件によりお亡くなりになられた方々に、謹んで哀悼の誠

を捧げるとともに、最愛のご家族を失い、癒えることのない深い悲しみに向き合

ってこられたご遺族の皆様にお悔やみ申し上げる。 

神奈川県議会は、この事件が、障がい者に対する偏見や差別的思考から引き起

こされたことを重く受けとめ、県と共同し、「ともに生きる社会かながわ憲章」を

定め、障がい者に対するいかなる偏見や差別も断じて容認することなく、すべて

の人のいのちを大切にし、一人ひとりの人格と個性が尊重され、誰もがその人ら

しく暮らすことのできる地域社会の実現に向け、真摯に取り組む決意を内外に示

すとともに、その理念の普及に努めてきた。 

今一度、憲章を定めるに当たり誓った、この悲しみを力に、断固とした決意を

もって、ともに生きる社会の実現をめざすとの思いを、県民の皆様と分かち合い、

様々な取組を推し進めていくことが求められている。 

よって神奈川県議会は、事件発生から１０年を機に、決して事件を風化させて

はならないとの思いを深く胸に刻み、一人ひとりの命と個性、人格が尊重される

共生社会の実現に向けて、停滞させることなく歩みを進めていく決意を新たにす

るとともに、引き続き、最善を尽くすことを、改めて、ここに誓う。 

以上のとおり決議する。 

 

令和  年  月  日 

 

神 奈 川 県 議 会   


